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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第95期
第２四半期
連結累計期間

第96期
第２四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自  平成22年４月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日

至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日

至  平成23年３月31日

売上高 （百万円） 73,956 95,237 159,263

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △778 688 1,345

当期純利益又は四半期純損失（△） （百万円） △1,178 △116 269

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △3,173 338 △1,774

純資産額 （百万円） 76,995 76,799 77,714

総資産額 （百万円） 165,260 173,019 163,388

１株当たり当期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） △10.65 △1.06 2.43

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － 2.41

自己資本比率 （％） 45.3 43.3 46.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 6,163 △5,758 11,417

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,352 △1,765 △3,616

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,568 △639 △6,056

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高

（百万円） 32,443 23,696 31,672

　

回次
第95期
第２四半期
連結会計期間

第96期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日

至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.03 3.83

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  第95期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４　第95期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

５　第96期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要

な変更はありません。

第１四半期連結累計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　

四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報　Ⅱ当第２四半期連結累計期間」の

「３.報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動ま

たは前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

（１）　業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界の経済は、ギリシャの債務問題に端を発した金融危機や米国

の景気減速懸念、新興国の景気調整などにより、総じて景気後退局面への懸念が強まりました。わが国の

経済は、東日本大震災の影響からの回復局面にあって足元の業況感は改善したものの、急激な円高や外需

の不透明感を背景に、先行きについては慎重な見方が多くなりました。

当業界におきましては、国内では東日本大震災からの復旧需要などが見られた一方で、需要回復力は弱

く、厳しい事業環境が続きました。

このような状況の中、当社グループの業績は、新興国を中心とした自動車業界の設備投資、空港手荷物

搬送システムおよび洗車機部門における企業買収効果などにより、受注・売上量が全体として回復基調

にあります。この結果、受注高は93,204百万円（前年同四半期比20.9％増）、売上高は95,237百万円（前

年同四半期比28.8％増）を計上しました。

利益につきましては、量の回復やサービスビジネスの底堅さが寄与する一方で、国内外で開発要素の高

い案件に積極的に挑戦していること、連結子会社のコンテックの外販部門の利益減少などの影響を受け

ました。この結果、営業利益は1,073百万円（前年同四半期比1,826百万円増益）、また円高による為替差

損などにより、経常利益は688百万円（前年同四半期比1,467百万円増益）にとどまりました。また、保有

株式の時価評価損で特別損失が増加したことにより、四半期純損失として116百万円（前年同四半期比

1,061百万円増益）を計上しました。保有株式の時価評価について、当社は洗替法を採用しておりますの

で、この特別損失は、当期末の株価上昇の状況によっては戻し入れ処理をいたします。

これらの数字には、本年４月に全株式を取得したLogan Teleflex (UK) Ltd.、Logan Teleflex

(France) SA 、Logan Teleflex, Inc. (以下、ローガン社と総称)の空港手荷物搬送システムの実績を含

んでいます。受注高には、ローガン社の本年３月末受注残高約60億円を含んでいます。

当社グループは、中期経営計画「Material Handling and Beyond」において、新たな製品・市場・事業

などを創出することを重要な課題としております。空港手荷物搬送システムでは、ハブ空港を主要ター

ゲットとした世界最速の搬送機「バゲージトレイシステム」（最大600ｍ／分）を開発しました。主力製

品の自動倉庫との組み合わせによる新たなシステムも提案していきます。ローガン社や北米を主力とす

る子会社のJERVIS B. WEBB COMPANY（ウェブ社）と連携し、市場の拡大・創出に努めてまいります。
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。なお、第１四半期連結会計期間よりセグメント区分を

以下のように変更しております。これは、北米事業を統括・強化するため、平成23年１月１日付けで

DAIFUKU WEBB HOLDING COMPANYを米国に設立し、その傘下にウェブ社、DAIFUKU AMERICA CORPORATION

（ダイフクアメリカ）を置いたためであります。

（従来）株式会社ダイフク、株式会社コンテック、ウェブ社、ダイフクアメリカ、その他

（当期より）株式会社ダイフク、株式会社コンテック、

DAIFUKU WEBB HOLDING COMPANY（DWHC）、その他

セグメント利益（損失）は上記各社の四半期純利益（損失）を記載しております。セグメントに関す

る詳細は、後記（セグメント情報）をご覧下さい。

①株式会社ダイフク

《受注》

マテリアルハンドリングシステムのうち、保管・搬送・仕分け・ピッキングシステム製品では、食品

業界、医薬品業界、医薬卸業界、農業、流通業界向けなどの大型案件が堅調に推移しました。また、リチウ

ムイオン電池関連でも新たな受注先を獲得しました。これらの分野は年々、海外案件が増えており、第

２四半期連結累計期間は韓国やロシアのお客さまから流通センターを受注しました。

半導体工場向け製品では、韓国や北米案件が順調に進捗しています。液晶パネル工場向け製品の需要

は、従来のテレビ用大型からスマートフォンや携帯情報端末向け中小型にシフトしております。

自動車生産ライン向け製品は、リーマン・ショック後、回復が遅れていましたが、今期は北米や新興

国向けを中心に受注が戻りつつあります。国内自動車メーカーでは、環境対応や先端技術の開発に軸足

を置いた動きが具体化しつつあります。第２四半期連結累計期間は、国内やインドネシア、インド向け

の大型案件を受注しました。第３四半期以降には国内やメキシコの大型案件の受注も見込んでおりま

す。

《売上》

食品、医薬品、医薬卸、流通、リチウムイオン電池、農業などの幅広いお客さま向け保管・搬送・仕分

け・ピッキングシステム製品の大型案件の売上は、堅調に推移しました。中小型システムは、需要低迷

の影響がなお続きました。

半導体や液晶パネル工場向け製品は、韓国や北米の半導体工場向けが堅調に推移し、液晶パネル工場

向けは国内や台湾向け案件の売上を計上しました。

自動車生産ライン向け製品は、ブラジル・タイ・中国向けなどの生産量が多く、５月と８月の国内連

休工事も寄与して、前年を大きく上回りました。

洗車機は、事業買収効果や、震災で延期された需要の回復等が寄与し、順調に推移しました。福祉リヤ

リフトは、震災後の自動車の生産回復、大口受注の獲得に伴い、生産量・売上ともに期初計画を上回る

ペースで伸びました。

《利益》

利益面では、開発要素の高い案件に積極的に挑戦していること、円高による為替差損、株価低迷によ

る保有株式の時価評価損などの影響を受けました。

以上の結果、受注高は50,425百万円（前年同四半期比7.5％増）、売上高は55,936百万円（前年同四

半期比20.9％増）、セグメント損失は802百万円（前年同四半期比260百万円増益）となりました。
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②株式会社コンテック

デバイス＆コンポーネント製品では、電力不足や急激な円高で製造業の設備投資が抑制されている

影響を受け、拡張ボード系機器の販売が低調に推移いたしました。一方で、店舗設備、公共交通機関など

の非製造業向けの販売は堅調に推移いたしました。

ソリューション＆サービス製品では、再生可能エネルギー法案が成立したことで、９月から太陽光発

電関連の販売が増加しております。

システム製品では、国内の自動車生産設備への投資が低調に推移しており、厳しい状況が続きまし

た。そのため、新たな市場の開拓や設備投資の活発な中国市場での営業活動を積極的に行っておりま

す。

この結果、受注高は4,118百万円（前年同四半期比3.2％減）、売上高は3,783百万円（前年同四半期

比9.6％減）、セグメント損失は208百万円（前年同四半期比468百万円減益）となりました。

　
③DAIFUKU WEBB HOLDING COMPANY（DWHC）

DWHCは、北米の事業を統括する会社で、傘下にウェブ社、ダイフクアメリカを置き、両社の経営資源の

効率的運用を推進しています。現在、２社にまたがる生産やサービスの効率化・統合・分業、エンジニ

アリングおよびプロジェクト管理のノウハウ共有、基幹情報システムや人事・財務など管理面の共通

化などを進めています。

受注面では、北米の空港手荷物搬送システム市場はスローペースで推移しましたが、今期後半には大

型案件の入札が予定されています。自動車生産ライン向けシステムは、北米自動車販売台数の回復、中

南米市場の拡大等により堅調です。また、自動車関連業界などで中小型自動倉庫システムの引き合いも

活発になっています。半導体関連では、携帯情報端末やサーバー用半導体の需要増大による設備需要や

微細化対応の「窒素パージストッカー」などにより、着実に受注を獲得しています。

売上面、利益面は、自動車およびその関連業界・半導体業界向けの受注増、傘下企業の生産体制見直

しによるシナジー効果などで、順調に進捗しました。この結果、受注高は8,310百万円(前年同四半期比

37.6％減）、売上高は14,032百万円（前年同四半期比35.0％増）、セグメント利益は476百万円（前年

同四半期比17.1％増）を計上しました。

　
④その他

「その他」は、上記３社以外の国内外の子会社であります。当社グループを構成する連結子会社は44

社です。「その他」に含まれる主なものとしては、国内では、マテリアルハンドリングシステム・機器

の販売等を行う株式会社ダイフク・ロジスティック・テクノロジー、洗車機やボウリング関連製品の

販売等を行う株式会社ダイフクプラスモアがあります。海外では、中国に大福（中国）有限公司、韓国

にDAIFUKU KOREA CO., LTD、CLEAN FACTOMATION, INC.、台湾に台灣大福高科技設備股分有限公司、タイ

にDAIFUKU (THAILAND) LTD.などがあり、主にマテリアルハンドリングシステム・機器の製造・販売等

を行っています。

総じて、アジアの海外子会社を中心に業績は回復基調にあります。中国では、車の生産・販売がとも

に世界一になったことを背景に、自動車工場向けの売上が好調な一方、広大な国土をカバーする配送セ

ンター計画、中小都市における新空港手荷物搬送システム需要が旺盛となっていますので、受注活動を

強化していきます。台湾では中小型液晶パネル、半導体向けなどの製品が順調でした。韓国では半導体

工場向け製品が好調です。タイも、アジア・太平洋地域全般をにらんだ自動車業界の拠点として、ＡＳ

ＥＡＮ各国からの引き合いに対応しております。
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今期より新たに当社グループに加わったローガン社は、中国における空港手荷物搬送システムの大

型案件で追加受注を獲得しました。

この結果、受注高は30,350百万円（前年同四半期比108.2％増）、売上高は21,012百万円（前年同四

半期比39.4％増）、セグメント利益は944百万円（前年同四半期比74.0％増）となりました。なお、受注

高には４月から連結対象となったローガン社の空港手荷物搬送システムの受注残約60億円を含んでお

ります。

　

（２）　財政状態の分析

①資産の部について

当第２四半期連結会計期間末における総資産は173,019百万円となり、前連結会計年度末に比べ

9,630百万円増加いたしました。これは受取手形・完成工事未収入金等が10,729百万円増加したことが

主な要因であります。

②負債の部について

当第２四半期連結会計期間末における負債は96,219百万円となり、前連結会計年度末に比べ10,545

百万円増加いたしました。これは支払手形・工事未払金等が7,417百万円増加したことと、未成工事請

求超過高などの流動負債のその他が824百万円増加したことが主な要因であります。

③純資産の部について

当第２四半期連結会計期間末における純資産は76,799百万円となり、前連結会計年度末に比べ915百

万円減少いたしました。これは保有する有価証券や為替の変動等によるその他の包括利益累計額合計

が524百万円増加した一方、配当金の支払等により利益剰余金が1,223百万円減少したことが主な要因

であります。

　

（３）　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期に比べ8,746百万円減少

し、23,696百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と増減要因は以下のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期に比べ11,922百万円減少し、5,758百万円の支出

超過となりました。これは主に、仕入債務の増加が6,350百万円あったものの、売上債権の増加が9,545

百万円、たな卸資産の増加が2,695百万円あったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期に比べ413百万円減少し、1,765百万円の支出超

過となりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が565百万円あっ

たことと、固定資産の取得による支出が837百万円あったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期に比べ1,929百万円増加し、639百万円の支出超

過となりました。これは主に、有利子負債の純増加額が560百万円あったものの、配当金の支払が1,103

百万円あったことによるものであります。
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（４）　事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社の株式会社の支配に関する基本方針は以下の通りであります。

１) 株式会社の支配に関する基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者については、その者が当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保し、向上させるか否かという観点から、検討されるべきであると考えておりま

す。

当社が企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくためには、

①中長期的視点に立った経営戦略を基に、社会的責任を全うしていくこと

②中長期的な事業成長のため、財務体質の健全化を背景とした機動的・積極的な設備投資および研究

開発投資を行っていくこと

③生産現場や工事現場においては、行政機関・周辺住民等の関係当事者との信頼関係を維持していく

こと

④当社グループのコア事業間の有機的なシナジーによる総合力を最大限発揮していくこと

等に重点を置いた経営の遂行が必要不可欠であり、これらが当社の株式の買付を行う者により中長期

的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されること

になります。また、内部統制体制の強化、具体的には、グローバルに事業を展開するためのリスク管理、金

融商品取引法施行に伴う財務諸表の信頼性確保に対する組織的かつ継続的な取り組みが、企業存続のた

めの必須条件となってまいりました。

こうした事情を鑑み、買付者が当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策、以下「本プラ

ン」)に定める手続を遵守しなかった場合、または当該買付が企業価値・株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすおそれのある買付である場合等所定の要件に該当する場合、当社は、このような買付行為

を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切と判断すべきであると考えま

す。

　
２) 基本方針の実現のための取組みの概要

①基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、平成23年３月期を初年度とする中期経営計画「Material Handling and Beyond」において、

平成25年３月期には連結売上高2,200億円、営業利益110億円を達成することを主な経営目標として、マ

テリアルハンドリングシステム・機器業界において「質・量ともに世界ナンバーワン企業」を目指し

ていきます。当社は、上記中期３カ年経営計画の達成を当面の目標とし、企業価値・株主共同の利益の

向上に努めてまいります。

当社は、平成11年３月期から始まる中期経営計画「21世紀初頭のダイフク」を策定以来、３年ごとに

中期経営計画を策定し、持続的成長路線を歩むことで、世界一、二を争うマテリアルハンドリングメー

カーに成長いたしました。

平成18年11月には、中期経営計画「Jump up for 2010」を発表し、グループ挙げて各施策ならびに経

営目標である、連結売上高2,500億円、営業利益率10％の達成に取り組んでまいりましたが、昨今の急激

な事業環境の悪化により、残念ながら目標未達成となりましたので、次期中期経営計画で、再度挑戦を

継続していくことといたしておりました。しかしながら、今後の経営環境を概観いたしますと、景気回

復の足取りは重いと予測される事業環境に鑑み、新中期経営計画では、将来にわたって当社グループが

持続的に成長し続けるための事業基盤を確立する３年間と位置づけ、その成果は平成27年３月期に、連

結売上高2,500億円、営業利益率10％を期すことといたしました。

EDINET提出書類

株式会社ダイフク(E01551)

四半期報告書

 8/29



　

また、平成22年４月より、内部統制統轄は、ＣＳＲ本部との連携強化の目的の下、実効的なＢＣＰ確立

をさらに推進する観点から、その全社マネジメント機能を管理統轄（Chief Risk Officer =ＣＲＯ）

が継承、集約しております。内部統制統轄傘下にあった中央環境安全衛生委員会は、その重要性に鑑み、

会長・社長の直轄組織としました。

さらに、国内外の会計基準統一対応等の環境変化を踏まえて、財務報告に係る内部統制システムの一

層の確立強化のため 、 管 理統轄傘下にあった財経本部を分離し 、 新 たに財務統轄

（Chief Financial Officer = ＣＦＯ）を置き、その傘下に編入いたしました。

　
②基本方針に照らして不適切な者による支配を防止するための具体的取組み

当社は、平成21年６月26日開催の第93回定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保し、向上させることを目的とした、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛

策）」を一部変更・改定の上、更新することに関し、株主の皆様のご承認をいただきました。

本プランは、

ａ．当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付けその他

の取得

ｂ．当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合およびその特別関

係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

に該当する買付けその他これに類似する行為又はその提案（以下「買付」）を対象とし、ａ．または

ｂ．に該当する買付がなされたときに、本プランに定められる手続に従い、原則として買付者等による

権利行使は認められないとの行使条件および当社が当該買付者等以外の者から当社株券等と引き換え

に新株予約権を取得する旨の取得条項等が付された新株予約権（以下「本新株予約権」）の無償割当

てをすることが検討されることとなります。

ａ．またはｂ．に該当する買付を行う買付者は、買付の実行に先立ち、当社に対して、買付内容の検

討に必要な情報および本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を、当社の定

める書式により日本語で提出していただきます。その後、買付者や当社取締役会から提出された情報・

資料等が、当社経営陣から独立した者のみから構成される特別委員会に提供され、特別委員会はこれら

の評価、検討を行います。

特別委員会は、買付者が本プランに定める手続を遵守しなかった場合、または当該買付が企業価値・

株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付である場合等所定の要件に該当し、

本新株予約権の無償割当てをすることが相当と認めた場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権

の無償割当てを勧告します。なお、特別委員会は、ある買付について買付の内容について実質的判断が

必要な場合、本新株予約権の無償割当ての実施に関して株主総会の承認を予め得るべき旨の留保を当

該勧告に付することができるものとします。当社取締役会は、特別委員会の上記勧告に従い、新株予約

権無償割当ての実施または不実施等の決議を行うものとします。但し、特別委員会が勧告に株主総会の

承認を予め得るべき旨の留保を付した場合、当社取締役会は、株主総会の開催が実務上著しく困難な場

合を除き、株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付議し、当該株主総会

の決議に従うものとします。

本プランの有効期間は、第96期（平成24年３月期）の事業年度に関する定時株主総会の終結の時ま

でとします。但し、有効期間の満了前であっても、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が

行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。
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３) 基本方針の実現のための取組みについての当社取締役会の判断及びその理由

平成23年３月期を初年度とする中期経営計画、内部統制・コーポレートガバナンス強化等の各施策

は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定

されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うものです。

また、本プランは、上記２）②に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的

をもって更新されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、下記項目のとおり、株主

共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

・株主総会において株主の皆様のご承認を得た上で更新されたものであること。

・本プランの有効期間が３年間と定められた上、取締役会によりいつでも廃止できるとされている

こと、当社取締役の任期は１年とされていること。

・経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値ひいては株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則をすべて充足していること。

・経営陣からの独立性の高い特別委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず特別委

員会の判断を経ることが必要とされていること。

・特別委員会は当社の費用で第三者専門家を利用することができるとされていること。

・その内容として本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること。

・デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できな

い買収防衛策）やスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができ

ないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）ではないこと。

　
（５）　研究開発活動

当社グループは「搬送」「保管」「仕分け」をコンセプトに、最適・最良のマテリアルハンドリング

システムおよび電子機器を幅広く国内外の産業界へ提供するため、新システム・新製品の開発に取り組

んでおります。昨今は、企業に求められる社会的責任が経済的側面から環境・社会活動まで含む概念へと

広がっており、当社としても品質・環境・安全等にも配慮した製品やシステムの開発に務めています。

当第２四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は3,454百万円であり

ます。

報告セグメント別の研究開発活動を示すと次のとおりであります。

　
①株式会社ダイフク

a．流通および一般工場用向け製品

・磁気ガイド方式無人搬送車「FA Cart」の機能アップを図り、スピンターン、横行機能等を追加開発

しました。12月より出荷を開始します。

・重量物保管棚「ニューグッラック」のモデルチェンジに伴い、ニューグッラックを主要部材として

いる移動ラック、台車型傾斜式保管棚「グラビティカート」をマイナーチェンジしました。10月よ

り生産を開始しました。

b. 半導体および液晶パネル生産ライン向け製品

第１四半期に引き続き、半導体生産ライン向けでは、450mmウエハ対応の搬送装置および300mmウエハ

向けで微細化に対応した機種、液晶パネル分野では、大型パネル向けのシステムおよび周辺機器、タブ

レット端末市場向けシステムの開発を進めています。
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また、柔軟なレイアウト変更、保守性の向上、製造装置とのスケジューリング機能強化を主体に、半導

体および液晶パネル向け双方で、生産効率を大幅に向上させるためのソフトウェアの開発にも継続して

取り組んでいます。

c．自動車生産ライン向け製品

各自動車メーカーが、新興国を中心とした小型・低価格車へのニーズに対する取り組みを進めている

中、搬送システムにもシンプルで低価格なものが求められています。そのため、主力機種の小型・軽量化

タイプを拡充することによりコストダウンを進めています。

また、車体工場向け搬送システムにおいて、上記の小型・軽量化シリーズに対応する無接触給電シス

テム（ＨＩＤ）の開発に取り組んでいます。

d. 空港向け製品

手荷物搬送システムの新たなシリーズとして「バゲージトレイシステム」を開発、10月より販売を開

始しました。

「バゲージトレイシステム」は、搬送速度にして世界最高クラスの分速600メートルを実現。また、荷

物一つ一つをトレイに載せて「安定した荷姿」で搬送するため、高い搬送能力と仕分け能力を併せ持っ

たもので、特に、複数のターミナルを備えたハブ空港に最適なシステムとして提案していきます。

当第２四半期連結累計期間における当社が支出した研究開発費の総額は3,000百万円であります。

②株式会社コンテック

小型・省電力のデジタルサイネージ（電子看板）プレーヤーをミラクルリナックス社と共同開発い

たしました。また、病院内での情報提供やテレビ・インターネットなどに利用できるベッドサイドモニ

ターや、店舗設備向けの無線ＬＡＮ製品を開発しております。さらに、クリーンエネルギーへの対応とし

て、メガソーラー発電向けの製品や、ＡＳＰ
*
に対応した太陽光発電データ計測システムを開発いたしま

した。

＊ASP：インターネットを通じたビジネス用アプリケーションソフトのレンタルサービス。

当第２四半期連結累計期間における当子会社が支出した研究開発費の総額は370百万円であります。

③DAIFUKU WEBB HOLDING COMPANY

エアポート向け手荷物搬送システムや自動車会社向けコンベヤシステムで、既存商品のブラッシュ

アップ開発を引き続き進めています。米国系自動車会社向けが中心のウェブ社顧客にも、ダイフクのオ

リジナル製品のフレキシブルドライブシステムを採用いただくための改良を加えるなど、統括会社によ

るシナジー効果発揮に努めています。

当第２四半期連結累計期間における当子会社が支出した研究開発費の総額は26百万円であります。

　

(６)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結累計期間において、「当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営

戦略の現状と見通し」に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 113,671,494113,671,494

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

単元株式数は500株で
あります。

計 113,671,494113,671,494－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

　平成23年９月30日 ― 113,671,494― 8,024 ― 2,006
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２丁目11番３号 7,397 6.51

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,959 5.24

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口９)
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,634 4.96

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 5,490 4.83

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 4,080 3.59

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,833 3.37

ダイフク取引先持株会 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号 3,632 3.20

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 3,431 3.02

株式会社ダイフク 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号 3,011 2.65

CBHK-CITIBANK　LONDON-F117　　　（常

任代理人 シティバンク銀行株式会

社 証券業務部）

10/F, TWO HARBOURFRONT, 22 TAK FUNG

ST., KOWLOON, HONG KONG　（東京都品川

区東品川２丁目３番14号）

2,485 2.19

計 ― 44,956 39.55

（注）１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　　　7,397千株

　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　5,959千株

　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）　　　　　　　　5,634千株

　
　　２　三井住友トラスト・ホールディングス株式会社ほか３社が連名により平成23年４月20日付で大量保有

　　　　報告書を提出しておりますが、当社としては当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認が

　　　　できないため、上記の大株主の状況には含めておりません。なお当該大量保有報告書の内容は次のとお

　　　　りであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

三井住友トラスト・ホールディングス
株式会社ほか３社

東京都千代田区丸の内一丁目９番２号

グラントウキョウ　サウスタワー
6,008 5.29
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
　普通株式 3,011,500

完全議決権株式（その他） 　普通株式 110,103,500220,207 －

単元未満株式 　普通株式 556,494 －
一単元(500株)　　　　未満
の株式

発行済株式総数 　 113,671,494 － －

総株主の議決権 　 － 220,207 －

(注)　単元未満株式数には、当社所有の自己株式351株を含んでおります。

　

②　【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 大阪市西淀川区御幣島
3,011,500 － 3,011,500 2.65

株式会社ダイフク ３丁目２番11号

計 － 3,011,500 － 3,011,500 2.65

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】
(1)　【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 31,749 23,749

受取手形・完成工事未収入金等 47,268 57,997

商品及び製品 2,776 2,839

未成工事支出金等 7,682 10,033

原材料及び貯蔵品 6,672 7,400

その他 11,199 15,988

貸倒引当金 △129 △135

流動資産合計 107,218 117,873

固定資産

有形固定資産 31,580 31,235

無形固定資産

のれん 2,229 2,450

その他 2,816 2,560

無形固定資産合計 5,045 5,011

投資その他の資産

その他 19,804 19,157

貸倒引当金 △260 △259

投資その他の資産合計 19,543 18,898

固定資産合計 56,170 55,146

資産合計 163,388 173,019

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 25,876 33,293

短期借入金 2,826 3,163

未払法人税等 788 787

工事損失引当金 673 882

その他 11,144 11,968

流動負債合計 41,309 50,095

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 28,085 28,969

退職給付引当金 2,015 2,885

その他 4,263 4,269

固定負債合計 44,364 46,124

負債合計 85,674 96,219
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,024 8,024

資本剰余金 9,028 9,028

利益剰余金 67,819 66,595

自己株式 △2,417 △2,419

株主資本合計 82,454 81,228

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △482 △343

繰延ヘッジ損益 △32 72

為替換算調整勘定 △6,313 △6,032

その他の包括利益累計額合計 △6,828 △6,303

少数株主持分 2,088 1,874

純資産合計 77,714 76,799

負債純資産合計 163,388 173,019
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(2)　【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 73,956 95,237

売上原価 61,633 80,452

売上総利益 12,322 14,785

販売費及び一般管理費

販売費 ※１
 6,765

※１
 7,113

一般管理費 ※１
 6,311

※１
 6,599

販売費及び一般管理費合計 13,076 13,712

営業利益又は営業損失（△） △753 1,073

営業外収益

受取利息 56 73

受取配当金 120 150

受取賃貸料 106 107

その他 302 121

営業外収益合計 585 452

営業外費用

支払利息 404 411

為替差損 130 397

その他 75 28

営業外費用合計 611 837

経常利益又は経常損失（△） △778 688

特別利益

貸倒引当金戻入額 35 －

その他 6 0

特別利益合計 42 0

特別損失

固定資産除売却損 20 27

投資有価証券評価損 36 909

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 500 －

その他 2 49

特別損失合計 559 986

税金等調整前四半期純損失（△） △1,296 △297

法人税、住民税及び事業税 569 756

法人税等調整額 △810 △859

法人税等合計 △240 △102

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,055 △195

少数株主利益又は少数株主損失（△） 123 △78

四半期純損失（△） △1,178 △116
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主利益又は少数株主損失（△） 123 △78

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,055 △195

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △823 133

繰延ヘッジ損益 13 104

為替換算調整勘定 △1,300 297

持分法適用会社に対する持分相当額 △8 △1

その他の包括利益合計 △2,118 533

四半期包括利益 △3,173 338

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,259 407

少数株主に係る四半期包括利益 86 △69
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(3)　【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,296 △297

減価償却費 1,778 1,713

受取利息及び受取配当金 △176 △223

支払利息 404 411

売上債権の増減額（△は増加） △2,351 △9,545

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,021 △2,695

仕入債務の増減額（△は減少） 5,127 6,350

未成工事受入金の増減額（△は減少） 128 1,004

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 500 －

その他 4,106 △2,120

小計 5,201 △5,402

利息及び配当金の受取額 175 221

利息の支払額 △336 △416

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 936 △241

その他の収入 186 79

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,163 △5,758

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △743 △0

定期預金の払戻による収入 0 24

固定資産の取得による支出 △613 △837

固定資産の売却による収入 14 33

投資有価証券の取得による支出 △8 △78

子会社株式の取得による支出 － △184

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △565

事業譲受による支出 △2 △160

その他 0 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,352 △1,765

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,396 414

長期借入れによる収入 6 1,007

長期借入金の返済による支出 △25 △861

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △1,104 △1,103

その他 △45 △94

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,568 △639

現金及び現金同等物に係る換算差額 △900 187

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,342 △7,975

現金及び現金同等物の期首残高 31,101 31,672

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 32,443

※１
 23,696
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間において、当社はLogan Teleflex (UK) Ltd.（本社所在地：イギリス）、Logan Teleflex
(France) SA （本社所在地：フランス）の全株式を取得したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含め
ております。

　また、第１四半期連結会計期間において、当社の100％子会社で12月決算会社であるJERVIS B. WEBB COMPANYが
Logan Teleflex, Inc. （本社所在地：米国）の全株式を取得したため、当第２四半期連結会計期間より連結の範
囲に含めております。
　

　

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１  偶発債務

(1) 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。
　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

従業員の銀行借入金(住宅資金)に対
する保証債務

4百万円
従業員の銀行借入金(住宅資金)に対
する保証債務

2百万円

計 4百万円 　 2百万円

　

(2) 経営指導念書

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、経営指導念書を差入れております。
　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

株式会社アイ・ケイ・エスの銀行借
入金に対する経営指導念書差入れ

80百万円
株式会社アイ・ケイ・エスの銀行借
入金に対する経営指導念書差入れ

75百万円

計 80百万円　 75百万円

　

　

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

販売費の主なもの

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

給与及び賞与 2,775百万円 3,114百万円

退職給付引当金繰入額 249百万円 341百万円

　

一般管理費の主なもの

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

給与及び賞与 2,195百万円 2,446百万円

退職給付引当金繰入額 300百万円 552百万円

研究開発費 1,068百万円 831百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

現金及び預金勘定 33,174百万円 23,749百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △731百万円 △52百万円

現金及び現金同等物 32,443百万円 23,696百万円

　

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

　

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月14日
取締役会

普通株式 1,106 10平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 553 5 平成22年９月30日 平成22年12月10日 利益剰余金

　

３  株主資本の金額の著しい変動

　　株主資本の金額は前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

　

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日
取締役会

普通株式 1,106 10平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月10日
取締役会

普通株式 553 5 平成23年９月30日 平成23年12月９日 利益剰余金

　

３  株主資本の金額の著しい変動

　　株主資本の金額は前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)

合計
ダイフク コンテック DWHC 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 46,276 4,186 10,391 60,855 15,076 75,931

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,850 3,512 490 8,852 4,750 13,603

計 51,127 7,698 10,882 69,708 19,827 89,535

セグメント利益又は損失（△） △1,063 260 406 △396 542 146

(注)   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は国内外の子会社でありま

す。

　

２  報告セグメントの売上高及び利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額

との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円）

売　上　高 金額

報告セグメント計 69,708

「その他」の区分の売上高 19,827

セグメント間取引消去 △13,603

工事進行基準売上高の連結上の調整額 △2,219

その他の連結上の調整額 243

四半期連結財務諸表の売上高 73,956

　 （単位：百万円）

利　益 金額

報告セグメント計 △396

「その他」の区分の利益 542

関係会社からの配当金の消去 △934

その他の連結上の調整額 △390

四半期連結財務諸表の四半期純損失（△） △1,178

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)

合計
ダイフク コンテック DWHC 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 55,936 3,783 14,032 73,752 21,012 94,764

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

8,298 4,259 571 13,129 7,474 20,603

計 64,234 8,042 14,603 86,881 28,487115,368

セグメント利益又は損失（△） △802 △208 476 △534 944 409

(注)   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は国内外の子会社でありま

す。

　

２  報告セグメントの売上高及び利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額

との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円）

売　上　高 金額

報告セグメント計 86,881

「その他」の区分の売上高 28,487

セグメント間取引消去 △20,603

工事進行基準売上高の連結上の調整額 322

その他の連結上の調整額 150

四半期連結財務諸表の売上高 95,237

　 （単位：百万円）

利　益 金額

報告セグメント計 △534

「その他」の区分の利益 944

関係会社からの配当金の消去 △251

その他の連結上の調整額 △274

四半期連結財務諸表の四半期純損失（△） △116
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３  報告セグメントの変更等に関する事項

　平成23年１月１日付けで、DAIFUKU WEBB HOLDING COMPANY を米国に設立し、その傘下にJERVIS B. 

WEBB COMPANY、DAIFUKU AMERICA CORPORATIONを置いて、北米事業を統括・強化していくこととなりました。こ

れに伴い、第１四半期連結累計期間より報告セグメントを以下のように変更しております。

（変更前）株式会社ダイフク（ダイフク）

　　　　　株式会社コンテック（コンテック）

　　　　　JERVIS B. WEBB COMPANY（J.B.WEBB)

　　　　　DAIFUKU AMERICA CORPORATION（DAIFUKU AMERICA）

（変更後）株式会社ダイフク（ダイフク）

　　　　　株式会社コンテック（コンテック）

　　　　　DAIFUKU WEBB HOLDING COMPANY（DWHC)

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントにより作成しております。

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

 １株当たり四半期純損失金額 △10円65銭 △1円06銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失金額(百万円) △1,178 △116

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) △1,178 △116

普通株式の期中平均株式数(千株) 110,675 110,661

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

(注)　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であるため記載しておりません。

当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

第96期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当については、平成23年11月10日開催の

取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり決議

いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   553百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成23年12月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書

　

平成23年11月11日

　
株 式 会 社 ダ イ フ ク

取　締　役　会　御　中

　

あらた監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　北川　哲雄

　 　 　
指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　高濱　 滋

　 　 　
指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　大野　 功

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイフク

の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイフク及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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